
委 託 契 約 書（案） 

１ 契約業務名   附属図書館資料の受入・装備およびデータ作成等業務委託 

２ 業 務 内 容 別紙「附属図書館資料の受入・装備およびデータ作成等業務委託仕様

書」のとおり 

３ 契 約 金 額 年額 金       円 

（うち取引に係る消費税および地方消費税の額 金 円） 

月額 金       円 

（うち取引に係る消費税および地方消費税の額 金     円） 

ただし、この契約締結後、消費税および地方消費税の税率が８％から１０％に変更され

た場合は、頭書契約金額に相当額を加算した額を契約金額とする変更契約をすることとす

る。 

４ 契 約 期 間 平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日 

５ 履 行 場 所 福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１ 

公立大学法人福井県立大学 附属図書館 

６ 契約保証金   金       円 

※ 契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上。 

※ 保険証券、保証証券が提供された場合は、保険または保証に付される金額を記載。 

※ 契約事務取扱細則第３８条第１項の規定に該当する場合は、「免除」と記載。 

 公立大学法人福井県立大学（以下「甲」という。）と、  (以下

「乙」という。）とは、次の条項により契約を締結する。 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有

するものとする。 

平成３１年  月  日 

甲 福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１ 

公立大学法人 福井県立大学 

理事長  林 雅則 

乙 



契 約 条 項 

（契約の要項） 

第１条 この契約の要項は、頭書のとおりとする。 

（委託業務の実施方法） 

第２条 甲は、福井県立大学における図書の整理にかかる業務およびこれに付随する業務（以
下に「業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。 

２  乙は、別添仕様書および甲が必要に応じて指示する事項を遵守の上、信義を守り誠実
に業務を履行するものとする。 

（業務遂行上の責務） 

第３条 乙は、業務に関する責任者を定め、業務に従事する者の指揮監督、その他業務の遂
行に必要な事務にあたらせるものとする。 

（施設等の使用） 

第４条 甲は、乙が業務遂行に必要な施設、備品および消耗品等（以下「施設等」という。）
を乙に無償で提供し、使用させるものとする。 

２  乙は、前項の施設等を業務遂行のためにのみ使用するものとし、それ以外の目的に使
用してはならない。 

３  乙は、甲の提供する施設等を常に善良なる管理者の注意をもって使用しなければなら
ない。 

４ 乙は、その前月の大学での施設利用時間について別紙１「施設利用報告書」により、
甲に速やかに報告するものとする。 

（調査等） 

第５条 甲は、乙に対し、業務の処理状況について随時調査し、あるいは報告を求め、必要
な指示をすることができるものとする。 

（実績報告および検査） 

第６条 乙は、毎月の委託業務が終了したときは、速やかに別紙２「委託業務実績報告書」
を甲に提出し、甲が命じた職員の検査を受けなければならない。 

（委託料の支払） 

第７条 乙は、前条に規定する検査に合格した後、１か月ごとに委託料の支払を甲に請求す
るものとし、甲は乙からの適法な請求書を受理したときは、その日の翌月の２５日までに
委託料を支払うものとする。ただし、２５日が日曜日、土曜日および国民の休日の場合は
その翌日とする。 

２ 甲の責めに帰すべき理由により、前項の支払期限までに委託料を支払わない場合は、乙
は甲に対して未受領金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法
律（昭和２４年法律第２５６号）第８条の規定により定められた割合で計算した金額を遅
延利息として請求することができる。 

（履行遅延） 
第８条 甲は、乙の責に帰すべき事由により契約履行期限までにその義務を履行しないとき

は、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６
号）第８条の規定により定められた割合で計算した金額を遅延利息として徴収する。 

（権利義務譲渡の禁止） 

第９条 乙は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または継承させ
てはならない。 

（再委託の禁止） 



第１０条 乙は、この契約の履行を第三者に委託し、または請け負わせてはならない。 

（契約の解除） 

第１１条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するに至った時は、この契約を解除するこ
とができる。 

（１）この契約に違反しまたは違反するおそれがあると認めたとき 

（２）この契約の履行について、乙に不正の行為があったとき 

（３）正当な理由がなく、甲の監督および指示に従わなかったとき 

（４）故意または過失により、甲に重大な損害を与えたとき 

（５）正当な理由がなく、契約の履行を怠ったとき 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第
６号に規定する暴力団員または同条第２号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密接な
関係を有していると認められるとき。 

（違約金等） 
第１２条 前条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は違約金として委託期間全期

間分の委託料の 100分の 10に相当する金額を甲に支払うものとする。ただし、甲に違約
金の額を超える損害が発生した時は、甲はその超過額を請求することができる。 
２ 前項の場合において、契約保証金の納付またはこれに代わる担保の提供が行われてい

るときは、甲は当該契約保証金または担保をもって違約金に充当することができるもの
とする。 

（損害賠償） 

第１３条 乙は、業務の実施について、乙の故意または過失により甲に損害を与えたときは、
その損害を賠償するものとする。ただし、甲がやむを得ないと認めた場合は、この限りで
ない。 

２ 乙は、業務の実施について、乙の故意または過失により第三者に損害を与えたときは、
当該第三者にその損害を賠償するなど適切な対応をするものとする。 

（秘密の保持） 

第１４条 乙は、委託業務実施中に知り得た甲の業務の内容、秘密および甲の事務などで一
般に公表されていない事項を他にもらし、または他の目的に使用してはならない。 
２ 前項の守秘義務については、委託業務終了後および契約解除後においても同様とする。 

（個人情報の保護） 
第１５条 乙がこの契約に関して取扱う個人情報については「福井県個人情報保護条例（平
成１４年条例第６号）」の適用を受ける。 
２ 乙は、個人情報の取扱に関し、別紙３「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければな
らない。 

（疑義等の決定） 

第１６条 この契約に定めのない事項およびこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議
して定めるものとする。 

（紛争等の解決） 
第１７条 この契約について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所
を第１審の管轄裁判所とする。 

（改元への対応） 
第１８条 この契約における改元後の日付については、新元号の当該日付に読み替えるもの
とする。 

以上 



別紙1

施　　設　　利　　用　　報　　告　　書

福井県立大学 殿

会社名

代表者名

平成 年 月分の施設利用時間について次のとおり報告します。

日       時 作業者 担当

日 ( ) 時 分 ～ 時 分

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

日 ( ) 時 分 ～ 時 分 〃

備考 1 担当欄は、大学側の対応職員の名前を記入すること。



別紙2

平成　　年　　月　　日

福井県立大学　様
　　　　　　　　会社

委託業務実績報告書　　平成　　　年　　　月　　

1）カウンター業務実績（単位：時間）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

担当時間数 0

2）装備実績数（単位：冊）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

図書 0

3）配架実績数（単位：冊）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

図書 0
雑誌 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4）データ入力実績数（単位：冊）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

雑誌 0

5）相互利用文献複写実績件数（単位：件）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

実績件数 0

6）製本業務作業実績（単位：製本出来見込冊数）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

実績件数 0



別紙３ 

個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第 1 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第 2 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。こ

の契約が終了し、または解除された後においても、同様とする。 

2 乙は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中および退職後において、この契約

による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に使用してはな

らないことその他個人情報の保護に必要な事項を周知するものとする。 

 （適正管理） 

第 3 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失およびき損の防止その他

個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 （利用および提供の制限） 

第 4 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、また

は提供してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第 5 乙は、この契約による業務を処理するために甲から提供された個人情報が記録された資料等を、

甲の承諾なしに複写し、または複製してはならない。 

 （再委託の禁止） 

第 6 乙は、甲の承諾があるときを除き、この契約による個人情報を取り扱う業務を第三者に委託し

てはならない。 

 （資料等の返還） 

第 7 乙は、この契約による業務を処理するため甲から提供を受け、または自らが収集し、もしくは

作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、または引き渡すものとす

る。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（調査の実施） 

第 8 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの契約による事務を処理するに当たり取り扱ってい

る個人情報の管理の状況について、随時調査を実施することができる。 

 （事故報告） 

第 9 乙は、この契約に違反する事態が生じ、または生じるおそれがあることを知ったときは、速や

かに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 


